
整 理 番 号 2022M-010 

補助事業名 2022年度 アジア地域多国間招へい会議の開催等による各国IT情報の 

収集 補助事業 

補助事業者名 一般財団法人国際情報化協力センター 

 

１ 補助事業の概要 

（１）事業の目的 

  アジア主要国の情報化を推進する省庁、機関及び産業界の要人等を講演者としたオンラ

イン会議の開催により各国の情報化に関する課題抽出並びに各国情報を収集するととも

に、各国政府要人との人的ネットワーク維持を図り、我が国IT産業のビジネス展開につな

げることを目的とする。 

 

（２）実施内容 

IT政策やプロジェクトの動向を相互に理解するため、我が国の他、ブルネイ、カンボジ

ア、ラオス、フィリピン、タイ、ベトナムの東南アジア6ヵ国の計7ヵ国をオンラインで接

続し、2023年2月9日に「ニューノーマル時代のIT政策とフラッグシッププロジェクト」会

議を開催して、7ヵ国のIT関連の政府要人から各国のデジタル政策やプロジェクトの現状

や計画を発表いただき、有意義な情報共有、意見交換をすることができた。 

 

 

写真 オンライン会議の様子 

講演資料は、当財団ホームページ https://www.cicc.or.jp/より、「お知らせ」の CICC

会議「ニューノーマル時代の IT政策とフラッグシッププロジェクト」実施報告の欄に掲載

している。 

https://www.cicc.or.jp/


当財団ホームページ掲載 

https://cicc.or.jp/japanese/20230214-01/ 

 

２ 予想される事業実施効果 

各国IT関連省庁との人的ネットワークを維持することにより、現地政府とのプロジェクト

実施の可能性がある。特に、社会公共分野に属するシステム（セキュリティ、スマートシテ

ィー、医療、電子政府等）の海外展開には、相手国IT政府機関の協力が不可欠であり、構築

した人的ネットワークを活用した、海外展開のきっかけ作りが可能となる。 

 

３ 補助事業に係る成果物 

（１）補助事業により作成したもの 

2022年度アジア地域多国間招へい会議の開催等による各国 IT情報の収集に関する 

報告書 

 

https://cicc.or.jp/japanese/wp-content/uploads/keirin2022.pdf 

 

表紙、目次の画像データ 

   

   

https://cicc.or.jp/japanese/20230214-01/
https://cicc.or.jp/japanese/wp-content/uploads/keirin2022.pdf


（２）（１）以外で当事業において作成したもの 

  なし 

 

４ 事業内容についての問い合わせ先tar 

団 体 名： 一般財団法人国際情報化協力センター 

（イチザイ コクサイジョウホウカキョウリョクセンター） 

住  所： 〒103-0024 

            東京都中央区日本橋小舟町9-4 イトーピア日本橋小舟町ビル3階 

代 表 者： 理事長 新野 隆（ニイノ タカシ） 

担当部署： 総務部（ソウムブ） 

担当者名： 部長 高橋 省三（タカハシ ショウゾウ） 

電話番号： 03-5843-6597 

F  A  X： 03-5843-6598 

E - m a i l：  takahashi@net.cicc.or.jp 

U R L：  https://cicc.or.jp 

 

https://cicc.or.jp/

